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金の名義変更 

年金の手続き 

ご遺族にとって最初に行うべき手続きの一つです。 

日本では、原則として２０歳以上から60歳未満ま 

での全ての国民が公的年金に加入しておりますの 

でほとんどのご遺族が亡くなった方の年金の手続 

きをする必要があります。 

手続き方法 

社会保険事務所に電話連絡 

必要書類一式を郵送で送ってもらう 

必要書類を集める 

社会保険事務所に申請 

年金受給停止手続き 

年金を受け取っていた方が亡くなると、受け取って 

いた年金を停止する手続きが必要になります。 

未支給年金の受取り 

年金は死亡月の分まで支払われるので、未支給 

年金を受け取る手続きも行う必要があります。 



国民年金被保険者 
＇国民年金第一号被保険者（ 

厚生年金＇共済年金（ 
被保険者 

＇国民年金第二号被保険者（ 

厚生年金＇共済年金（ 
被保険者の配偶者 

＇国民年金第二号被保険者（ 

老齢基礎年金受給者 
＇受給資格を満たしている者（ 

老齢厚生年金 
＇退職共済年金等（受給者 
＇受給資格を満たしている者（ 

①遺族年金 
②寡婦年金 
③死亡一時金 
上記のうちいずれか1つ 

①遺族年金＇遺族共済年金（ 
②寡婦年金 
③死亡一時金 
上記に該当するものすべて 

な し 

遺族基礎年金 

①遺族基礎年金＇遺族共済年金（ 
②遺族基礎年金 
③他 
上記に該当するものすべて 

死亡した人 受給できる年金 

遺族年金の受給＇例（ 

国民年金 

●１８歳未満の子がいる妻または子 

●上記以外 
●上記であっても加入25年未満 

●加入期間が25年以上で10年以上の 
 婚姻期間のある65歳未満の妻 

遺族基礎年金 

死亡一時金 

寡婦年金 

厚生年金 

●１８歳未満の子がいる妻または子 

●上記以外 

遺族基礎年金 
＋遺族厚生年金 

遺族基礎年金 

●厚生年金を受給するには、年金加入期間の3分の2以上で 
     厚生年金保険料を納付している事が条件 

上記の手続きを行うには、 年金証書、年金手帳、戸籍謄本 

住民票、振込先金融機関の通帳など が必要になります。 

遺族が受給できる年金・一時金一覧 遺言の確認 

相続手続きの前に、故人の遺言の有無を確認しましょう 

●自筆証書遺言＇故人の自筆で書かれた遺言（があった場合 

遺言書を保管していた、もしくは発見した相続人は、 
家庭裁判所で遺言書の検認を受けなければなりません。 

封がしてある遺言書は、勝手に開封せずに家庭裁判所で開封 

することになります。 

  検認を受けていない自筆証書遺言は、相続手続では使用で

きません。検認手続きをするには故人の出生から死亡までの全
ての戸籍謄本、相続人全員の戸籍・住民票等を添付して裁判
所に申し立てする必要があります。 

●公正証書遺言＇公正証書で作られた遺言（があった場合 

 自筆証書遺言と違い、 家庭裁判所の検認手続きを行う必要 

がありません。 

ポイント 公正証書遺言の調べ方 

公正証書遺言は一度作成すれば、その原本は 
半永久的に公証役場に保存されます。 

メリット ●保管費用が無料 
●裁判所での検認手続きが不要 
●紛失しても再発行が可能 
●遺言があるかどうか、最寄りの公証   
   役場から全国に検索をかけることが 
     できる 
●故人の出生から死亡までの戸籍謄 
  本及び相続人全員の戸籍・住民票を   
    集める必要がない 

有効な遺言があれば、後述する遺産分割協議書や相続
人全員の印鑑証明書などの書籍が不要になります。 

「自筆証書遺言」と「公正証書遺言」 

  最近、遺言書を残される方が増えています。 
＇２００７年公証役場で作成された遺言74,160件（ 
自筆で遺言を残された方もあるでしょうから、その数は 
さらに多くなるでしょう。 
 
「自筆証書遺言」は、文字通り自分で書いた遺言です。 

内容があいまいなものや法律の要件を満たしていない
場合、無効になる場合があります。 
 

「公証証書遺言」は、公証役場で作成してもらう遺言書
で、法的に正式なものになります。相続人以外の2人の

証人の署名捺印が必要で、手数料は相続金額に応じ
て決まります。 
 

公証役場では法律相談を受けませんが、いずれの場
合も法律の専門家に相談することをお勧めします。 



故人の出生～死亡までの戸籍謄本 
  

相続手続必要書類 戸籍等の収集 

相続手続きを行うには、数多くの書類を集める
必要があります。代表的なものでは次のようなも
のがありますので、覚えておきましょう。 

 戸籍謄本＇こせきとうほん（ 

 除籍謄本＇じょせきとうほん（ 

 改製原戸籍＇かいせいげんこせき（ 

日本国籍を有する方の身分関係を証す
る書面。戸籍内の方が結婚や死亡をす
ると「除籍」という記載がなされ、その方
は戸籍から抜けることとなります。 

戸籍内の方が全員結婚や死亡または
他市区町村に本籍地を移したことによ
り、全員に「除籍」の記載がなされると
「戸籍謄本」が「除籍謄本」となります。
ちなみに新しい本籍地での「戸籍」には、
前の本籍地の時点で結婚や死亡した
分は記載されません。 

「戸籍」は、時代の返遷に伴って、「改
製」されることがあります。 

戸籍が「改製」されると、本籍地はその
ままですが、改製前に結婚や死亡によ
り「除籍」の記載がなされた方は、新し
い「戸籍」には記載されません。 

このため改製前の身分事項を調べるに
は、改製前の「戸籍」である「改製原戸
籍」を取得する必要があります。 

法定相続人の確定 

亡くなられた方の相続人は誰なのか。相続人
と思っている人が本当に相続人なのかを調査
して、相続人を確定します。 

 具体的には、故人の出生時から死亡時まで
の連続した戸籍・除籍・改製原戸籍等をそれ
ぞれの本籍地の役場から収集して調査します。
２代、３代前の戸籍も必要となりますので、非
常に煩雑な手続のひとつです。 

 収集した戸籍等は、預貯金・不動産・株式な
どの全ての名義変更手続きに必要となるので、
避けては通れない手続です。 

 

○相続人となる順位 

順位の高い人がご存命であれば、 

順位の低い人は相続人になりません 

○第一順位(直系卑属) 

子・孫＇子が死亡している場合（ 
養子を含みます 

○第二順位(直系尊属) 

配偶者 必ず相続人になります 

○第三順位(傍系血属) 

兄弟・姉妹・姪・甥 

＇兄弟・姉妹が死亡している場合（ 
 



相続財産の把握 準確定申告 

    相続の対象となる財産は何かということを
調査して、その物とその金額を確定させます。 

 主要な遺産としては、土地・建物、預貯金、
株券があげられます。基本的には、家にある
権利証、預金通帳、株式銘柄一覧表などをみ
ればどのぐらい遺産があるのかがわかります。 

生命保険について 

マイナスの財産について 

連帯保証人の地位の相続 

生命保険の保険金については原則とし
て遺産には入りません。その保険金は、
受取人の固有の財産となるので、受取
人以外の相続人はその金銭の分割を要
求できません。 

プラスの財産よりマイナスの財産が多い
場合には、死後3ヶ月以内に家庭裁判所
で相続放棄手続を行う必要があります。 

 プラスの財産とマイナスの財産のどち
らが多いかわからない場合は、死後3ヶ

月以内に家庭裁判所で「限定承認手続」
を行うことにより、プラスの財産の範囲
内でマイナスの財産を負担することがで
きます 

故人が他人の債務の連帯保証人になっ
ていたとき、その連帯保証人たる地位は、
相続人に承継されてしまいます。連帯保
証人を引き継ぎたくなければ、「相続放
棄」もしくは「限定承認」の手続きが必要
となります。 

         故人に代わって死亡した年の所得税の
確定申告を死後4か月以内に行います 



遺産分割協議 相続税の申告 

    相続人と遺産が確定した後、相続人全員で遺

産分割の協議を行います。遺産の習得者を決定
して、相続人全員が署名、捺印します。 
この場合の捺印は、実印が必要になります。 
あわせて印鑑証明書も必要となります。 

    相続人税が課税される場合は、死後10か月

以内に相続税の申告をして相続税を納付しな
ければなりません。 

ただし相続税がかかる人というのは、日本全国
で亡くなった人の5％に満たない数です。 



相続に関するＱ＆Ａ 相続手続きチェックリスト 

会社概要 

〒167-0043 
東京都杉並区上萩1-9-1タウンセブン日ノ出ビルＢ１ 
株式会社ＴＥＧ 
 
担当：高田・久保寺 
Mail: k.takada@teg.jpn.com 
 
ＴＥＬ 03-6279-9410    ＦＡＸ 03-6279-9420 


